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数多くの文化遺産が点在する京都市には花折断層など多くの断層が存在し，今後地震による被害が懸念

されている．災害時には道路の処理能力が低下し，それを上回る交通量が発生することで大規模な渋滞が

発生し，緊急車両が円滑に通行できない事態が生じる恐れがある．京都市においてこのような事態が生じ

れば，多大な損害を被ることが予想される．そのため事前に道路整備を行うとともに，発災後に適切に交

通管理を行うなどの対策を講じる必要がある． 

そこで本研究では，災害時の交通需要を推計し，これを災害時ネットワークに配分することによって災

害時の交通状況を把握するとともに，兵庫県南部地震と京都市の道路状況をもとに求めた通行可能率を用

いた試算から，道路整備を行うことで災害時の交通状況にどのような変化をもたらすかについて検討する． 
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1. はじめに 

 

平成 23 年 3 月，太平洋三陸沖を震源に国内観測史上

最大であるマグニチュード 9.0 を記録した東北地方太平

洋沖地震が発生した．津波や火災で多数の死傷者が発生

し，国民の防災・減災に対する関心が飛躍的に高まった．

さらに今後も，東海，東南海，南海地震発生が危惧され

ており，これとともに，様々な方面から防災に関する研

究が進められている． 

本研究で対象地域として取り上げた京都市は，平安京

が 794年に遷都されて以来，都として長い歴史をもち，

国宝・重要文化財の宝庫である歴史都市である．また，

海外からの外国人観光客も含めると，観光客が年間

5000 万人を超える国内有数の観光都市である．その一

方で，京都市には北東に花折断層，南東に桃山断層，南

西に樫原断層と多くの活断層が存在し，これらの活断層

が今後 50 年間は活動期に入るといわれているから，将

来的に大規模な地震が発生することが予想されている．

古い町並みが残されており，戦前木造住宅の割合が全国

平均の 5倍弱ある京都市では，これらの災害に対する意

識や対策は十分であるとは言い難い．平成 7年に発生し

た兵庫県南部地震の経験から，都市直下型地震が発生し

た場合，広範囲にわたる建造物の倒壊，焼失などの被害

が懸念される．さらに京都市は，多くの文化遺産が市街

地と一体となって存在していることから，これらの被害

が文化遺産に及ぶ可能性が高い．観光都市である京都に

おいて，文化遺産の消失による影響は多大な損害をもた

らす．文化遺産は人命と並ぶ貴重な財産である．したが

って，数多くの文化遺産が点在する歴史都市において災

害が発生した場合，これらの文化遺産と周辺住民および

地域とを一体として守ることが必要である． 

兵庫県南部地震の際は道路が損傷し沿道の構造物が倒

壊することにより，道路の交通処理能力が低下した．ま

た，災害時特有の交通行動の発生により機能障害を少な

からず受けている災害時の道路の処理能力を上回る交通

量が発生したから，大規模な渋滞が発生した．その結果，

緊急車両などの優先順位の高い車両の通行が円滑に処理

できない事態が発生した．また，東北地方太平洋沖地震

では被害の大きい東北地方だけでなく首都圏でも交通網

が麻痺し，多数の帰宅困難者が発生するとともに，道路
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では大規模な渋滞に見舞われる事態が発生した．このよ

うに，将来京都市においても同様の渋滞が発生すれば，

文化遺産をはじめ周辺住民や観光客が多大な損害を被る

ことが予想される．そのため事前に道路整備を行うとと

もに，災害時交通マネジメント計画を作成する必要があ

る． 

本研究では災害時の交通需要を推計し，これを災害時

道路ネットワークに配分することで災害時の自動車交通

量及び渋滞個所を把握することを目的とする．また，兵

庫県南部地震の被害状況と京都市の道路現況をもとに求

めた通行可能率に基づいて災害時の道路利用状況を推定

し，道路整備を行うことで災害時の交通状況にどのよう

な変化がもたらされるかを検討する． 

 

 

2. 対象道路ネットワーク 

 

本研究では上京区，中京区，東山区，下京区の4区

（以下：4区）を対象地域とした．これら4区のうち上京

区，中京区，下京区は京都市の中央に位置しており，産

業・経済活動の中心地であると言え，人の流れも大きい．

また，東山区は京都市の中でも国宝，重要文化財など歴

史的に価値が高いものが多く存在する．以上の理由から

これら4区を対象地域として選定した． 

4 区における対象道路は京都市の主要幹線道路とする．

また，域外と域内を接続するために設定したダミーリン

クが４区での配分結果に悪影響を及ぼさないよう，これ

ら４区より一回り大きく道路ネットワークを設けた．ま

た，4 区における域内ゾーンは平成 17 年度の小学校区

として合計 38 ゾーンを設定し，セントロイドは小学校

の位置とした．さらに，4 区以外は 13 個のダミーゾー

ンに分けた．ダミーゾーンに振り分けられた地域は行政

区および行政区を分割した地域から成り，それらの地域

を各ダミーゾーンに振り分ける方法は，その地域がどこ

に位置し，どの道路を利用し，流入・流出するかによっ

て判断した．図-1に 4区における域内ゾーン及びセント

ロイドの位置を示し，図-2に対象道路ネットワーク及び

ダミーリンクの位置を示す． 

 

 

3. 平常時の交通需要推計 

 

(1) 平常時配分交通量の算出 

平常時における分布交通量は第四回京阪神都市園パー

ソントリップ調査 1)（以下：PT調査）をもとに本研究の

ゾーンに合うよう修正した．しかし，PT 調査より得ら

れた発生・集中交通量は行政区単位のものであり，本研

究のゾーンに対応した発生集中交通量は別途求めなけれ

ばならない．そこで，本研究では行政区の人口と各域内

ゾーンの人口の比により PT 調査の発生集中交通量を分

割した． 

対象地域内における分布交通量は，回帰分析を用いて

重力モデル式のパラメータを推定して求めた．さらにト

リップエンド条件を考慮しフレータ法を用いて修正した．

なお，フレータ法による収束計算は対象地域全体で行う

のではなく，行政区単位で行うことで精度の向上を図っ

た．配分を行う時刻帯は，自動車による移動主体が全時

刻帯内で最も多い8時台とした． 

 

 

 

図-1 京都市4区 

 

図-2 対象道路 
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(2) 実測値と推計値の比較 

配分交通量を算出した後，実測値である平成 17 年度

道路交通センサスの調査区間交通量 2)と比較した．しか

し，道路交通センサスではトラックなどの営業車両が含

まれているのに対し，PT 調査では営業車両が含まれて

いない．そこで実測値との整合性を取るために営業車両

の混入率がどの程度であるか検討したところ，8 時台に

おける貨物車の混入率は約 20%であった．全交通量に対

する 20%が貨物車類であることから，8 時台の分布交通

量を 1.25倍したものを営業車両を考慮した 8時台分布交

通量とした．この分布交通量を用いて配分した結果と実

測値とを比較した結果を図-3に示す． 

推定値と実測値を比較すると，交通量が多い箇所では

やや過大評価となっているが，全体的に実測値に近い値

となっており，8 時台における貨物車類の混入率を 20%

としたことが大きな間違いではないことが分かる．また，

決定係数が 0.744 となり，ある程度の再現性が確保され

ていると言える． 

 

(3) 配分結果 

配分方法はダイクストラ法による最短経路探索と

Frank-Wolfe 法を使った 3)．ここでの収束条件は誤差が

0.002％以下とした．  

警察庁及び国土交通省による「道路交通情報の提供の

在り方に関する基本的考え方」4)を参照し，旅行速度が

10km/h 以下のリンクを渋滞，20km/h 以下のリンクを混

雑と定義すると，4 区の渋滞リンクは 9 リンク，混雑リ

ンクは 33 リンクであった．図-4 では走行速度によって

道路リンクの色を変え，渋滞箇所を示している． 

 

 

4. 災害時における交通需要推計 

 

(1) 災害時における交通需要推計の考え方 

災害時における交通需要推計は，平常時と同様に PT

調査をベースとするが，PT 調査には災害時の行動に関

する調査項目がない．また，災害時の交通需要を予測す

るには災害発生からの時間経過とともに人々のニーズが

変化し，これに伴って交通行動が変化することに十分留

意しておく必要がある．震災直後に関しては，震災直前

にどの地域にどの程度の人数が滞留しているかが交通需

要推定に決定的な影響を及ぼすから，発災時刻等に関す

る種々の条件設定が必要である．本研究ではできるだけ

震災発生から近い時期であり，かつ交通マネジメントを

本格的に実施すべきと考えられる震災発生から２日後程

度の時期を取り上げることとした．  

手順としては，まず兵庫県南部地震の実態調査及び京

都市民アンケート調査のデータ結果を用いて震災2日後  

y = 1.069x - 48.58
R² = 0.744
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図-3 実測値と推計値の比較 

 

 

図-4 平常時8時台における旅行速度図 

 

程度における交通需要を予測し，災害時自動車分布交通

量を推計する．次に，この交通需要を災害時の道路ネッ

トワークに配分することで，各リンクの震災 2日後にお

ける自動車交通量及び渋滞個所等を把握する．  

 

(2) 災害時自動車交通量の算出 

兵庫県南部地震の実態調査 5) により得られたデータか

ら，平常時に行われている目的行動が災害時であっても

継続されたものは出勤目的にほぼ限られることが把握さ

れている．そこで，PT 調査結果を用いて出勤目的の全

交通手段交通量を求めた．次に，京都市民 10000 名を対

象とした災害時の行動に関するアンケート調査 6)及び兵

庫県南部地震の実態調査によって得られたデータを用い
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て，震災 2日目における時刻帯別自動車分布交通量を求

めたところ，震災 2日目における自動車分布交通量は平

常時における全目的全交通手段交通量の 5.8%～22.6％の

範囲となることから，震災 2日目の 8時台における自動

車分布交通量は，平常時における全目的全交通手段交通

量の 0.53％～2.06％の範囲になると考えられる． 

京都市民アンケートにおいて通勤意思を調べると，自

宅周辺での被害が大きいほど通勤トリップは減少し，そ

の結果，全目的交通手段交通量が減少することがわかる．

一方，被害が小さいほど全目的交通量は増大する．ここ

で，自宅周辺の状況に問題がなければ出勤する意思のあ

る人の約半分が出勤したと仮定した．このような状況に

おいては，道路ネットワークへの被害がある程度存在す

るが，トリップ数もある程度多くなると考えられる．こ

のとき，先に求めた割合は 1.30％となる．この値を用い

て災害時 8時台の自動車交通量を求めたところ，平常時

の自動車交通量の約 73％となった．そこで，平常時 8

時台自動車交通量の 73%が災害時 8時台自動車交通量で

あるとして配分交通量を求めることとする． 

 

(3) 災害時道路ネットワーク 

京都市内の災害時における道路ネットワークは通行可

能率 7)に基づいて作成する．本研究において用いる通行

可能率は，震度７を想定して求められた通行可能率であ

る． 

算出方法としては，兵庫県南部地震における道路幅員

ごとの道路閉塞がポアソン分布に従うと仮定し，京都市

内の道路閉塞率を算出する．この結果を兵庫県南部地震

の実態調査結果をもとにχ二乗検定し妥当性を示した．

さらに，建物倒壊は建物の耐震設計基準に関係すると考

え，住宅統計調査データをもとに京都市と神戸市灘区の

耐震設計基準改正前，改正後の住宅戸数を比較し，現在

の京都市の方が安全であり，兵庫県南部地震の評価を使

っても過大評価にならないことを示す．この通行可能率

を京都市の各リンクの道路幅員によって割り当て，災害

時に閉塞するリンクを抽出することとする． 

本研究では通行可能率が 0.5 以上のリンクのみで構成

されるネットワークにおける災害時交通配分を行った．

道路ネットワークを図-5に示す．このとき，閉塞リンク

数は全域で 127リンク，4区で 68リンクであった．東山

区全域及び下京区の東山区に近い地域において閉塞リン

クが密集して発生するのに対し，上京区及び中京区では

閉塞リンクは比較的少ない．通行可能率は道路の幅員や

沿道建物の状況などによって決まる．文化遺産が多く存

在し，歴史的な町並みが多く残る東山区周辺では通行可

能率が比較的低く，市街化された市内中心部においては

道路や沿道建物が整備されているため通行可能率が比較

的高くなっているためと考えられる． 

 

図-5 災害時ネットワーク（通行可能率0.5） 

 

 

図-6 災害時8時台における旅行速度図 

 

また，災害時には緊急車両が優先的に走行できるよう

に京都市が緊急輸送道路を確保し，一般交通に規制がか

けられる 8)．この状態を再現するため，本研究では第 1

次緊急輸送道路および第 2次緊急輸送道路に規制がかか

ったとし，この緊急輸送道路にあたる道路の交通容量か

らは 1車線分の容量を減じた． 

 

(4) 配分結果 

以上の条件のもとで，平常時と同様の配分方法を用い

て災害時自動車分布交通量の配分計算を行った．旅行速

度の算出結果を図-6に示す． 4区における渋滞リンク数

は平常時と比べ 5 リンク増え，14 リンクであった．ま
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た混雑リンク数は平常時と比べ 27 リンク増え，60 リン

クであった．ネットワークの外周部において渋滞が多く

発生していることが分かる．また，国宝・重要文化財な

どが多く存在する東山区において渋滞リンクが多数生じ

ていることがわかる．  

 

 

5. 道路整備の影響 

 

(1) 道路整備と道路ネットワークの混雑状況 

本稿では道路整備によってどの程度渋滞を緩和させる

ことができるか検討するために，通行可能率が 0.5 以上

のリンクのみで構成されるネットワークの場合を基準と

し，通行可能率の下限が異なるネットワークとの比較を

行う．以下では，2 段階の被害状況に応じて 2 ケースの

ネットワークを設定した．なお、ここでは前章と同様に

通行可能率が 0.5 以上のリンクは通行できると考えてい

る． 

CASE1 通行可能率 0.2 以上のリンクは通行可能であり，

これらのリンクで構成されるネットワーク 

CASE2 通行可能率 0.4 以上のリンクは通行可能であり，

これらのリンクで構成されるネットワーク 

CASE1 は通行可能率 0.2 以上 0.5 以下のリンクを整備

した結果，通行可能率 0.5 以上に改善され，現在通行可

能率 0.2 以上のリンクが災害時も通行可能になった場合

である．同様に，CASE2 は通行可能率 0.4 以上 0.5 以下

のリンクを整備した結果，通行可能率 0.5 以上に改善さ

れ，現在通行可能率 0.4 以上のリンクが災害時も通行可

能になった場合である． 

平常時(現状のネットワーク)，CASE1，CASE2 及び通

行可能率 0.5以上のリンクで構成されるネットワーク(前

章のネットワーク)の配分結果を図-7 にまとめた．道路

整備をすることにより，混雑リンク数に関しては改善が

見られたが，渋滞リンク数に関してはほとんど変化が見

られなかった．しかし，閉塞していない，つまり通行可

能なリンクに対する渋滞リンクの割合は，道路整備する

ことにより確実に減少していると言える． 

以上のことを踏まえて，文化遺産が数多く存在し，か

つ閉塞リンクの多い東山区周辺の道路状況を改善するた

めには，どのようなリンクに対し整備を行えばよいかを

考える．4 章で述べたように通行可能率 0.5 以下のリン

クが閉塞している状態を災害時道路ネットワークの基準

とする．東山区では通行可能率 0.2 から 0.4 の間のリン

クが多数存在しているため，これらのリンクを整備する

べきであると考えられる．また，実際は比較的通行可能

率が高いリンクよりも通行可能率が低く，閉塞する可能

性の高い危険な箇所こそ先に整備されるべきであると考

えられる．そこで，通行可能率 0.2以下のリンクも整備 
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図-7 通行可能率の変化と旅行速度の比較 

 

 

図-8 CASE3における道路ネットワーク 

 

することとした．以上のことから，通行可能率0.4以下

の道路を整備した結果，通行可能率が0.5以上に改善さ

れたとして，通行可能率0.4以上0.5以下のリンクを除い

たリンクで構成される道路ネットワーク（CASE3）を設

定した．図-8にCASE3 における道路ネットワークを示す． 

 

(2) 通行可能率が低いリンクの整備効果 

CASE3 では，40 リンクに道路整備が実施されている．

混雑リンクは 56 リンクで改善がみられ，20 ㎞/h 以上で

走行できるリンクが 95 箇所増加した．平常時と比較す

るとまだ 2倍から 3倍程度のリンクで渋滞や混雑が発生

しているが，東山区については，七条通周辺や東大路通

に関して渋滞及び混雑の改善が見られたことなどから，

ある程度の効果があると言えよう．配分結果の旅行速度

図を図-9に示す． 
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6. おわりに 

 

本研究では災害時の交通需要を推計した後，これを災

害時道路ネットワークに配分することで災害時の自動車

交通量及び渋滞個所を把握した．また，通行可能率に基

づいて災害時の道路利用状況を推定し，道路整備を行う

ことで災害時の交通状況にどのような変化をもたらすか

を検討した． 

本研究では道路整備を検討する際，通行可能率が一定

以下のリンクを全て整備するとして配分を行った．しか

し，本来は平常時でも混雑し，災害時において重要であ

ると考えられる道路を選定し，重点的に整備を行うこと

が必要である．また，道路整備を行うと閉塞リンク数及

び混雑リンク数が減少し，20km/h 以上で走行できるリ

ンクが増加したほか，東山区東大路通り周辺などのリン

クで渋滞が緩和された．一方で，渋滞リンク数そのもの

の削減に対してはあまり効果が見られないことが分かっ

た．しかし，これについても通行可能率により一様に整

備を行うのではなく，渋滞するであろうリンクを重点的

に整備することで，渋滞リンク数の削減にも効果が見ら

れる可能性がある．これらのことから，今後は道路幅員

や文化遺産との距離，沿道建物の状況などを考慮した上

で整備する道路を選定する必要があると考えられる．ま

た，本研究では何らかの方法で道路の整備を行い，通行

可能率を高めたとして計算を行ったが，その整備内容に

関しては考慮していない．通行可能率を高めるためには

沿道建物の整備及び道路幅員の拡張などが考えられるが，

その場合，交通容量などにも変化があると考えられる．

これにより交通容量が増大すれば，さらに渋滞及び混雑

が緩和される可能性があると言える． 

また，今後は道路整備だけでなく，対象地域に対して

効果の高い交通マネジメントを検討する必要がある．人

命に関わる様々な目的の緊急車両等を迅速かつ円滑に処

理するためには，地域内における交通規制及び対象地域

外からの流入交通の規制が考えられる．災害時交通マネ

ジメントは，双方を組み合わせて実施して初めて効果的

であり，この場合において緊急車両等を迅速かつ円滑に

処理でき，地域住民の自動車交通も円滑に処理すること

ができると考えられる．もっとも，震災後においてはこ

のような交通規制を実施したとしても限界があり，地域

住民に自動車利用を控えてもらうことも必要であるとと

もに，必要不可欠な道路整備を中長期施策として併せて

計画していくことが必要であろう．道路整備と交通マネ

ジメントを併用するうえで，より効果を高めるためには

双方の利点を明確にし，それらを互いに高めあう施策を

考える必要がある．したがって，今後は双方を別個にで

はなく，併せて検討する必要があると考えられる． 

 

図-9 CASE3における旅行速度図 
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